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財務諸表監査制度における内部統制概念の変容とその意義 
―１９６０年代から１９９０年代までの監査基準・準則に対する分析を中心に―
 金　婧
Ⅰ　はじめに
日本における内部統制の歴史を辿っていくと、戦後の証券取引法の制定まで遡ることが
できる。第二次世界大戦後、日本は証券市場の再建と証券民主化をスローガンに積極的に
米国の証券法・証券取引所法に倣って、証券取引法の整備を進め、同法の中で会計制度と
監査制度を確立した。その後、証取法監査を実際に稼働させるために、１₉₅₀年 ₇ 月に企業
会計基準審議会が中間報告として「監査基準」を公布したが、監査基準の中で初めて内部
統制に関する記述がなされた。さらに、翌年の ₇ 月には産業合理化審議会一般部会財務管
理分科会が「企業における内部統制の大綱」（以下、大綱とする）を制定・公表し、企業
が実施すべき内部統制の大要を示すなどして、次第に日本でも内部統制の議論が開始され
るようになった。
もっとも、監査基準と大綱とでは、内部統制の捉え方がそれぞれ異なっていることには
留意が必要である。監査基準は監査人による外部監査（試査）の受入体制として内部統制
組織（内部牽制組織と内部監査組織が包含される）を確立すべきである視点で内部統制を
理解していた。これに対して大綱は、内部統制を単なる財務諸表監査の受入体制だけでな
く、計算的数値に基づく「間接的統制」という理解にまで拡大したのである １ 。大綱によ
れば、１₉₅１年当時多くの企業においては企業の総合的観点からする合理化が阻害され、経
営能率の増進が著しく遅れており、それゆえに企業における経営能率を増進するために、
内部統制組織を確立する必要があると述べられている。このことから、内部統制が企業経
営の合理性、能率性を高める手段として期待され始めたことが伺える。１₉₅₀年代といえば、
第二次世界大戦後の混乱期を経て、経済の発展に力が注がれるようになり、各企業におい
ては規模の拡大と経営の複雑化が進んだ時期であるが、かかる状況の下でいかにそうした
現象に対応した経営管理組織を完備させ、さらにそれを有効に機能させるかが重大な課題
となってきたのではないかということが推察され得る。
もっとも１₉₅₀年代に監査基準と大綱が公表されてから実際に内部統制に着手した企業は
１ 　大綱の考える内部統制は、企業経営全般に係る総合統制的な色彩の強いものとして、原価管理制度および予算統制制度を組み込んだ業務全体の合理
性および能率性等を評価して、適切な経営管理を補佐することを意図したものであったとの意見も見られる　八田進二［１₉₉₆］「わが国における内部統
制議論の検証―『企業における内部統制の大綱』を中心に―」南山経営研究１１巻 ₂ 号₄₄₂頁参照。
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少数にとどまる状況であったとの報告 ₂ がある。監査基準と大綱が制定され、内部統制に
関する議論が開始されたとはいえ、当時は内部統制に対する理論的研究も始まったばかり
で、さらに実務経験も著しく不足していたこともあり、その導入がスムーズに行われてい
なかったのである。その一方で、証取法監査も１₉₅１年から正規の財務諸表監査を実施する
ことは時期尚早と判断され、数年間は財務諸表監査実施のための準備作業、いわゆる会計
制度監査が実施された。その結果、１₉₅₀年代前半の内部統制の構築は、まずその形式的な
導入が優先課題となり、その実質化にまでは至らなかったと考えられる。１₉₅₀年代後半に
至り、正規の財務諸表監査が開始され、監査人は各企業の内部統制を前提にした試査によ
る監査を行うこととなった。そのため、内部統制の形式的な構築のみならず、その運用も
重要となり、内部統制が実際に機能しているのか、またそれに何らかの不備が存在しない
のかが検討されざるを得なくなったと考えられる。
筆者はこれまで１₉₅₀年代の内部統制の萌芽期について考察してきたが ３ 、本稿では１₉₆₀
年代に焦点を当て、まず監査基準・準則において内部統制に関する規定がどのように改訂
され、さらに日本会計研究学会が公表した「財務諸表監査における内部統制研究」報告書
では内部統制をめぐっていかなる新しい考え方が示されたのかを整理し、それについて考
察する。また、１₉₉₀年代に財務諸表監査分野においてリスク・アプローチが導入されてお
り、それにより内部統制の概念や意義がどのように変容したのかについても検討する。
Ⅱ　１９６０年代の内部統制概念の変容とその意義
１₉₅₀年代初頭に財務諸表監査制度とともに内部統制が初めて登場して以来、内部統制概
念の範囲が次第に拡大されてきたことはすでに述べたが、１₉₆₀年代においてもなお、内部
統制概念の範囲は拡大され続けた。１₉₆₀年代の内部統制の議論を把握する上で重要な手掛
かりとなるのが１₉₆₅年に改訂された監査実施準則と１₉₆₉年に日本会計研究学会が公表した
内部統制研究報告書である。
１ 　１９６５年監査実施準則の改訂４と内部統制
１₉₅₀年代半ばより日本はいわゆる高度経済成長期に入り、企業の数が増加したことはも
とより、各々の企業も著しい成長を遂げた。さらに、１₉₆₀年代には東京、大阪、名古屋の
各証券取引所に第 ₂ 市場が開設され、上場会社の数も着実に増加し、日本経済は順調に発
展していったかのように思われた。しかしながら、こうした経済状況とは裏腹に、１₉₆₀年
₂ 　産業合理化審議会一般部会の答申［１₉₅３］「内部統制の実施に関する手続要領について」産業合理化審議会委員執筆『内部統制早わかり―手続要領の
発展した構想とその基底となる考へ方』産業経済新聞社。
３ 　日本で証券取引法が制定された経緯、財務諸表監査制度の確立過程および初期の内部統制をめぐる議論につき、金婧［₂₀１₂］「日本における証券取引
法監査制度の生成と内部統制―正規の財務諸表監査と内部統制の関係を中心に―」『企業と法創造』通巻第３₂号₂１₄頁－₂₂₈頁を参照されたい。
₄ 　「監査実施準則」は最も緊急を要すると考えられ、まず１₉₆₅年にこれが改訂され、翌年に「監査基準」と「監査報告準則」が改訂された。
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代は、サンウェーブ工業事件や山陽特殊製鋼事件のような重大企業不祥事が相次いで発生
した時期でもある。こうした不祥事を起こした企業では相当期間にわたり大規模な粉飾決
算が行われ、公認会計士もまたこれを看過して虚偽の監査報告書を提出していたことが後
に判明し、公認会計士は社会の厳しい批判を浴びることとなった。その結果、監査制度の
強化を要望する世論がにわかに高まり、１₉₆₅年には監査実施準則、１₉₆₆年には監査基準が
改訂されることとなった。
１₉₅₀年代の監査基準・準則の中では、近代財務諸表監査の中心課題である「試査」によ
る監査が明示されず、また費用対効果の比較考量が重視されていた。そのため、本改訂で
は試査による監査を前面に強く押し出すとともに、監査業務の経済性に関する部分を削除
した ₅ 。こうした変化と連動して、内部統制も試査との関連でより詳細な規定が設けられ
るようになった。
まず、監査実施準則の内部統制に関する規定は以下のように改められた。監査実施準則
第一総論三は、「監査手続の適用は、試査による。試査の範囲は、企業の内部統制組織の
信頼性の程度を勘案して、合理的にこれを決定する。したがって、内部統制組織がよく整
備運用されている場合には、試査の範囲を縮小することができるが、その組織が完全でな
く、その効果が十分に認められない場合には、その程度に応じて、試査の範囲を拡大しな
ければならない」とされた。また、監査実施準則第一総論四では、「監査人は、監査契約
を締結するに先だって、監査の実施が可能であるかどうかを調査しなければならない。内
部統制組織が著しく不備であるため、監査実施の基礎条件が成熟していないと認められる
場合には、監査契約の締結を見合わせるか又は一定期間を限り内部統制組織改善のための
指導を行うことが望ましい」という規定が新設された。１₉₆₆年には監査基準も改訂され、
その第二実施基準二は、「監査人は、内部統制組織の信頼性の程度を勘案して、試査の範
囲を合理的に決定しなければならない」とし、監査実施準則に平仄を合わせた改訂が行わ
れた。
監査基準・準則の中で、財務諸表監査が試査による監査手続の実施を公式に認め、会社
の内部統制組織の信頼性と試査の範囲の決定との関係を強調し、内部統制組織が著しく不
備である場合には、監査人は監査契約を見合わせることが示唆されている点は重要であろ
う ₆ 。監査契約を締結する前に、監査人が会社の内部統制を把握せずに監査契約を締結す
ることは極めて大きなリスクを伴う行為である。そのため、実際に、監査人は事前に内部
統制を調査した上で監査契約を締結することになるが ₇ 、今回の監査基準はかかる実務を
₅ 　日下部與市［１₉₇₂］『監査基準逐条詳解』中央経済社₈₀頁参照。
₆ 　小西一正［１₉₉₆］『内部統制の理論』中央経済社₂₄１頁参照。
₇ 　監査人は、監査契約の成立以前に、監査契約の具体的内容を決めるために、パイロット・テスト（pilot test）を行うが、パイロット・テストとは、選
択すべき監査手続、その適用範囲、所要期間、報酬、被監査会社への協力依頼事務、監査人の責任の限界などについて確証を得、監査契約の予備的協
定ができるように、被監査会社の概況を総覧的に調べることをいう。その狙いは、監査の実施結果として財務諸表に対する意見を差し控えざるを得な
いようなことがあらかじめ予測されるときには、監査契約の締結にあたって慎重を期し、それを見合わせる必要がるところから、監査意見の表明が可
能か否か、その前提を確かめることにある。したがって、監査人は内部統制組織の整備・運用状況を注目せざるを得ない。山桝忠恕＝檜田信男［１₉₈₄］
『監査基準精説（第三増補版）』税務経理協会₈₄－₈₅頁参照。
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明文化したものと評価することができる。仮に企業の内部統制の整備状況に問題がある場
合には、監査契約を締結するために、監査人は別のコンサルティング活動によって内部統
制を整備させるなどの行動をとる必要が出てくるが、それが可能であれば、そうした行動
は企業の内部統制の整備状況の改善とその実効性の向上に一定程度資するであろう。
改訂された監査基準・準則の中では、内部統制の概念について説明がなされていないこ
とに注目されたい。１₉₅₀年の監査基準の序論の中で、初めて内部統制概念について記述が
なされ、それが内部統制の考え方を広く知らしめる役割を果たしてきたが、１₉₅₆年に監査
基準を改訂する際にその部分に関する記述が削除され、１₉₆₀年代の監査基準・準則を改訂
する際にも、内部統制概念に関する説明はなされなかった。実際に、監査基準・準則は、「注
解」などの形で、内部統制の概念、監査人による内部統制の調査の内容、それと試査との
関係などを明らかにしようとしていたが果たせなかった ₈ 。内部統制概念について、当時
企業会計審議会第三部会会長であった佐藤孝一教授は、「目下の段階では、単に広義に解
すると言った程度で検討・審議を進めることになった」と述べており ₉ 、あえて内部統制
概念を提示していなかったようである。大綱が内部統制概念を必ずしも外部監査を前提と
した内部統制に限定せず、企業経営合理化の一環として計算的統制が強調されたより広い
内部統制概念を提示したことで、監査人が調査する内部統制に重点を置く監査基準はあえ
て内部統制の概念を示さなくなったと考えられる。つまり、大綱が監査基準よりも広義の
内部統制概念を提示し、その結果、範囲の異なった二つの内部統制の考え方が同時に存在
することになったが、内部統制概念をめぐる混乱が生じないようにするために、監査人の
監査手続の指針を示す監査基準は内部統制概念について言及しなくなったと考えるのが自
然であろう。
その後、監査基準・準則の改訂に参与した学者と公認会計士は引き続き共同で内部統制
に対する研究を行い、１₉₆₉年に日本会計研究学会が「財務諸表監査における内部統制の研
究」という報告書を公表した。そこには、新しい内部統制概念や内部統制の構成内容など
をはじめ、内部統制に関する理論が体系的に示されている。以下では、当該報告書の内部
統制に対する考え方について詳細にみていく。
２ 　日本会計研究学会の「財務諸表監査における内部統制の研究」１０
１₉₆₉年 ₆ 月に日本会計研究学会は会計監査特別委員会の報告として「財務諸表監査にお
ける内部統制の研究」（以下、内部統制研究報告書とする）を公表した。内部統制研究報
告書は監査基準・準則が果たせなかった内部統制の理論的研究を実施し、①内部統制の概
念と構成内容、②財務諸表監査を実施する監査人の調査範囲と調査責任の限界、③内部統
₈ 　日下部與市［１₉₆₉］「日本会計研究学会会計監査特別委員会報告『財務諸表監査における内部統制の研究』について」産業経理₂₉巻 ₇ 号１３₀頁参照。
₉ 　佐藤孝一［１₉₆₅］「新実施準則の項目別解説」企業会計１₇巻１１号₆１頁参照。
１₀　日本会計研究学会会計監査特別委員会報告「財務諸表監査における内部統制の研究」の全文は、産業経理₂₉巻 ₇ 号１₂₂頁―１₂₉頁に掲載されているため、
これを参照。
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制の具体的な調査方法ないし調査手続について明らかにしようとした。
当初、同委員会が「内部統制」を研究問題として取り上げた主要な意図は、「内部統制」
の基礎理論を検討しようとしたところにあるのではなく、公認会計士が財務諸表監査を実
施する場合に、被監査企業は具体的にどの程度の内部統制を確立していることが必要であ
るのか、換言すれば監査実施準則に述べられている「適当な内部統制」とは具体的に何を
指すのか、というむしろ監査実務的な観点からする内部統制の具体的内容を明らかにしよ
うとしたところにあった。しかしながら、現状においては内部統制の概念が必ずしも統一
的に理解されているとは考えられないため、少なくとも委員会内部において内部統制の概
念を統一的に理解しておくことがこの問題の研究を進めるに当たって不可欠であるとの認
識も示されていた１１。その結果、内部統制に対する基礎理論の研究が行われ、内部統制に
関する学会の研究報告書が公表されるに至った。
上で述べたように、日本における内部統制の概念は１₉₅₀年の監査基準で示された内部牽
制と内部監査より成るという理解と、１₉₅１年に通産省産業合理化審議会が公表した大綱に
おいて示された内部統制を計算的統制の方法による経営管理の一形態として理解する二つ
の見解があった。しかし、内部統制研究報告書は、この二つの内部統制の概念は「いずれ
も狭い枠の中で内部統制の議論を展開しており、このままでは今日の企業における内部統
制の実体を把握することは困難である」と指摘した上で、新たな内部統制概念を示す必要
性を説いた。そして、「現代的意義における内部統制」は、「一般的にいえば、経営目的達
成のための計画の設定、計画を実施するための制度・組織・方法および手続の決定、実施
の調整と監督、実績の評定などの一連のマネジメント・サイクルを包括する」との考え方
の下、「内部統制とは、企業の資産を保全し、会計記録の正確性と信頼性を確保し、かつ
経営活動を総合的に計画し、調整し、評定するために、経営者が設定した制度・組織・方
法および手続を総称するものである」という新しい概念が提示された。経営管理論および
管理技術の発達につれて、内部統制の概念がますます拡大していく中、内部統制研究報告
書の内部統制概念も、総合管理を意味するかなり幅の広い概念となり、単に大綱の「計算
的数値に基づく間接的統制」だけではなく、直接的管理ないし人的管理も含まれるさらに
拡大された内部統制概念となった１₂。
内部統制研究報告書の内部統制概念は米国と英国の影響を強く受けている。１₉₄₉年に米
国会計士協会（後に米国公認会計士協会）が初めて「内部統制とは、企業の資産を保全し、
会計記録の正確性と信頼性を保障し、経営機能を増進し、そして、経営者の定めた諸方針
の遵守を促進するために、企業内部において設定された、組織、計画、手続、調整のため
１１　三澤一［１₉₇１］「学会ルポルタージュ　日本会計研究学会第₂₉回大会　財務諸表監査における内部統制の研究＝会計監査特別委員会報告」企業会計₂３
巻 １ 号１₅₂頁。
１₂　日下部・前掲注（ ₈ ）１３１頁参照。
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の方法や手段を総称するものである」と定義１３ した。当該概念は後に、「内部統制とは、
単に内部牽制と内部監査のみならず、経営者が整然たる方法で会社の事業を遂行し、その
資産を保全し、可能な限り、その記録の正確性と信頼性を確保するために設定した財務そ
の他に関する諸管理の制度全体を意味する」という英国の内部統制概念１₄へと繋がった。
内部統制に関して当時後進国であった日本は、米英の最新の内部統制概念に倣って、上述
のような広義の内部統制概念を生み出してきた。この点について、三澤一教授は、委員会
は内部統制に関する基本的な考え方は米国公認会計士協会のそれと異ならないにしても、
自ら十分納得できる表現をもって内部統制を定義づけ、同時にその内容を画定しようとし
たと、説明している１₅。
内部統制研究報告書の内部統制の定義によれば、内部統制は、①企業資産の保全、②会
計記録の正確性と信頼性の確保、③経営の合理化または能率の増進の ３ つの目的を達成す
るための総合管理制度ということになる。さらに、同報告書は、①企業資産の保全のため
の内部統制を「資産管理」、②会計記録の正確性と信頼性を確保するための内部統制を「会
計管理」、③経営の合理化または能率推進のための内部統制を「業務管理」と名付け、そ
れぞれについて詳細に説明している１₆。それを図で説明すると以下の通りである。
（出所：日本会計研究学会会計監査特別委員会「財務諸表監査における内部統制の研究」）
内部統制の構成内容とその相互関係
資産
管理
資産受払保管業務
資産保全の手続
人的物的保全手段
会計
管理
会計組織
会計監査（内部監査）
業務
管理
会計による管理
業務監査（内部監査）
その他の業務管理
内部牽制
内部監査
１３　米国のこの内部統制概念は、１₉₄₉年に米国会計士協会（後に米国公認会計士協会）が「内部統制―調整組織の諸要素とその経営者および独立の職業
会計士に対する重要性」の中で初めて提示し、その後、当該概念は「監査手続書第₂₉号」と「監査手続書第３３号」に引き継がれた。
１₄　イギリスの場合には、１₉₆１年にイングランド・ウェールズ勅許会計士協会が監査意見書第 １ 号「監査に関する一般原則」の中でこのような内部統制
概念を提示し、この概念規定は、その後１₉₆₅年の監査意見書第四号「内部統制」に受け継がれた。
１₅　三澤・前掲注（１１）１₅３頁。
１₆　内部統制研究報告書によれば、内部統制の内容の分類法に関して三分法（英国）と二分法（米国）が存在するが、日本は三分法を採用している。具
体的に、英国は内部統制を会社の営業活動を秩序整然と遂行し、その資産を保全し、その記録の正確性と信頼性を確保するという三つの機能を果たす
一切の制度として把握しており、上記三要素をそれぞれ独立した項目として分類している（三分法）のに対して、米国は内部統制の構成内容について、
大きく会計管理に属するものと業務管理に属するものに分類し、さらに会計管理の中で資産管理と会計管理を同一の範疇にまとめている（二分法）。日
本が米国ではなく英国に近い分類方法を採用した理由は、会計管理は直接会計記録に係わるものであるのに対して、資産管理は必ずしも会計記録によ
らないコントロールの方法を含んでいるから英国に近い分類をしたと内部統制研究報告書は説明している。
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内部統制を「目的」に応じて分類することによって得られる長所は、特に監査人の調査
対象領域が明瞭になるという点である１₇。そもそも財務諸表監査において監査人が企業の
内部統制を調査するのは、経営能率の増進に役立てるためではなく、もっぱら内部統制に
よって会計記録の信頼性がどの程度支えられているかを知り、監査手続の選択・適用に役
立てるためである１₈。つまり、内部統制の概念が経営目的達成のための一連の「マネジメ
ント・サイクル」を包括する幅広い概念に拡大されてきたが、監査人の視点に立って内部
統制を考えると、監査人は決して経営能率の増進に役立てる内部統制にまで関心があるわ
けではなく、あくまでも財務諸表の適正性に関する意見表明の基礎としての会計記録の正
確性と信頼性を保持する内部統制に関心を寄せている。そこで、内部統制研究報告書は、
監査人の調査範囲を明確にするために、近代の財務諸表監査が内部統制の確立を前提に、
精査ではなく試査によることが原則であることを強調した上で、必ず調査すべき範囲（第
一次的調査範囲）と、必要と認められる場合に調査すべき範囲（第二次的調査範囲）とに
区分した。そして、第一次的調査範囲には、会計組織（EDP 部門を含む）、資産受払保管
業務、資産保存の手続、内部牽制、内部監査（主として会計監査）が含まれ、第二次的調
査範囲には、業務管理（特に会計による管理、および業務監査としての内部監査）と、資
産管理のうちの人的物的保全手段（内部監査を除く）が含まれると述べている。このよう
な第一次的・第二次的という区分はやや観念的といわざるを得ないが、監査人の主要な守
備範囲を明らかにし、責任の限界または責任の軽重を示す実益は認められるという評価も
あれば１₉、会計管理は業務管理の一手段であることなどを考えると、両者は同次元的に領
域区分できるものではないのに、区分の前提自体が錯綜していたうえ、両者を同次元かつ
同一平面的にしか区分し得なかったという批判的見解もみられる₂₀。いずれにせよ、経営
者にとっての内部統制の意義と監査人にとっての内部統制の意義はそれぞれ異なる。内部
統制研究報告書は、まず経営者の立場からみた「広い内部統制概念」を示した後、監査人
の立場から財務諸表監査を実施する際に調査すべき「狭い内部統制」を明確にしようとし
ているところにその特徴がある。
この他、内部統制研究報告書は、内部統制の調査の手続についても述べているが、内部
統制の調査を手続の進行順に、監査契約締結前における内部統制の調査、内部統制の整備
状況の調査、内部統制の運用状況の調査の三段階に区分し、監査人はそれぞれの段階で内
部統制を調査する目的にしたがって監査活動を実施していくとしている。三つの段階に区
別して、内部統制の調査手続について述べている理由は、それぞれの段階で実際に調査す
る内部統制の調査目的が異なっているからである。（ １ ）監査契約締結前における調査は、
１₇　三澤・前掲注（１１）１₅３頁。
１₈　日下部・前掲注（ ₈ ）１３₂頁。
１₉　日下部・前掲注（ ₅ ）₉１頁。
₂₀　山浦久司［１₉₇₆］「財務諸表監査と内部統制組織」産業経理３₆巻１₀号₈₄頁。
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財務諸表監査実施の前提条件として、企業に内部統制の備えがあるかどうか、監査契約を
引き受けるとした場合に、監査計画の立案に必要な基礎知識を得るために実施するもので
あり、（ ₂ ）内部統制の整備状況の調査は、予備調査の一環をなすもので、資産を保全し、
会計記録の信頼性を確保するために、企業がいかなる程度の内部統制を現に採用している
のか、そこにどのような弱点ないし欠陥があるかを明らかにすることが目的であり、（ ３ ）
最後に内部統制の運用状況の調査を実施する目的は、上記（ ₂ ）で静態的に調査した内部
統制が日常の業務において実際に正しく運用され、実行されているかどうかを調査するた
めである。こうした内部統制に対する様々な調査は、最終的にはすべて試査の範囲を決定
することに関係する。このような記述内容からも、財務諸表監査において、内部統制がい
かに重要な役割を果たすのかが伺える。
内部統制研究報告書は、それまであまり議論されたことがなかった内部統制の限界につ
いても言及している。「内部統制の限界と公認会計士の態度」という項目によると、「内部
統制は経営管理上の必要に基づいて設定されるものであり、経営者が組織上の権限におい
て最高の地位にあるため、必要に応じて内部統制の枠を離れての判断ないし決定を行うこ
とをさまたげる力は内部統制にはない…財務諸表監査は、内部統制の信頼性の調査がすべ
てではないのであって、公認会計士は内部統制の機能に一定の限界がある事実に深く留意
するとともに、内部統制の枠外において行われる判断ないし決定の当否を確かめなければ
ならない」と述べられている。企業不祥事には、経営者の不正に起因するケースが決して
少なくない。にもかかわらず、内部統制研究報告書は経営者を内部統制の「外」に置いて
いる。つまり、当時の内部統制はあくまでも経営管理の制度・組織・方法および手続を総
括したものとして理解されているため、経営管理の主体である経営者は構造上内部統制の
「外」に置かれることとなる。ただし、財務諸表監査を実施する監査人に対しては、経営
者が内部統制の枠を離れて判断ないし決定を行うこともあり得るので、場合によってはそ
れが企業不祥事へとつながる可能性があり、監査人に注意喚起を行っていると考えられる。
また、内部統制研究報告書は、監査人が監査の過程で内部統制の欠陥を見つけた場合に
は、その事実を指摘し、経営者に改善を求めることを要求している。しかし、監査人は、
内部統制の改善に関する具体的な方策まで提案し、勧告する職業上の義務はないので、あ
くまでも欠陥の指摘と改善の要請にすぎないことも付け加えられている。監査人の自助努
力によるとはいえ、内部統制の不備の指摘やそれに基づく内部統制の改善を通じて、内部
統制水準の向上が図られていたことは見て取れよう。
最後に、内部統制研究報告書は、経営者、監査人と内部統制の関係性について、「企業
に適当な内部統制を備え、資産を保全し、取引を正確に記帳し、適正な財務諸表を作成す
ることは、受託経営層としての経営者の当然の義務であって、監査のためにのみ内部統制
が存在するわけではないが、とにかくそれが財務諸表監査の基礎条件であることは認めな
ければならない。企業がいかなる内容の内部統制を、どの程度整備しているかは、監査人
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にとって重大関心事であり、内部統制の現状を十分に調査してその信頼性を判定すること
は、監査を有効適切に実施するための必須的条件であるのみならず、公認会計士の義務で
あるとさえいえ、監査論における内部統制調査の意義は、実にここに存する」と述べてい
る。経営者、監査人と内部統制の関係に関する上記の内容は、現代における三者の関係性
を考える上でも非常に示唆に富むものである。企業規模の拡大と業務の複雑化に伴い、監
査人はもはや内部統制なくして財務諸表監査を実施することはほぼ不可能である。実務に
おいても、監査人は監査契約を締結する前から対象企業の内部統制を評価し、監査手続の
終了まで常に内部統制を調査しながら、監査手続を実施している。それにもかかわらず、
近時の内部統制の議論の傾向としては、企業の内部統制は経営者任せで、監査人は経営者
が内部統制の有効性を評価した報告書を監査すればよいという点のみが強調され、監査人
と内部統制の関係が軽視されているようにもみえる。やはり監査論の原点に戻って、監査
人と内部統制の関係について再考してみる必要があるのではなかろうか。
３ 　小括
以上、１₉₆₀年代に改訂された監査基準・準則と日本会計研究学会会計監査特別委員会の
内部統制研究報告書を中心に、当時の内部統制の議論について概観してきた。１₉₆₀年代の
監査基準・準則の内部統制は、１₉₅₀年代の監査基準・準則の議論をそのまま引き継いだ部
分もあるが、監査契約締結前における内部統制の調査を通じて、各企業の内部統制の構築
と運用を推し進めようとする新たな動向も見られた。企業の内部統制を促すには、内部統
制と密接な関係のある監査人の存在が必要であることが当時認識されていたことは明らか
である。しかし、内部統制とは何かについての認識が不十分なまま、内部統制の構築と運
用を推進していたとしても、当時の各企業における内部統制は依然として不完全なままで
あったといわざるを得ない。
１₉₆₉年に公表された内部統制研究報告書は、米国と英国の内部統制を参照しつつ、日本
における内部統制のあり方を模索し、最終的に広義の新しい内部統制概念を提示するとと
もに、監査人が財務諸表の適正性に関する意見表明を行うために調査する内部統制の範囲
や調査手続などについても明らかにしようとした。従来の内部統制概念に比べて、内部統
制研究報告書が示した内部統制概念は、経営者の総合管理の思想に基礎におき、資産管理
の視点を内部統制概念の中に追加するといった特徴が見られるが、この点について、内部
統制研究報告書は、「近年に至り企業が急速に複雑大規模化し、これに伴って新しい経営
管理の理論・方法・手続などが相次いで開発され、導入されていることを反映しているの
であって、それらの新分野が企業における実践を経て総合管理の一環としての地位を確立
し、次第に内部統制の領域と考えられるようになった」と説明している。
ただし、内部統制研究報告書が提示した内部統制の概念や構成内容等に対しては、内部
統制と管理（management）との間の峻別が明確ではなく、むしろ同一視している感が強
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いという指摘が存在する₂１。また、暴走する企業の最高経営者の考え方に影響された収益
至上主義の企業全体の傾向が、内部統制の機能を働かせなくする₂₂ことが明らかであるに
もかかわらず、内部統制研究報告書における内部統制の概念の下では、経営者が内部統制
の枠を離れて判断ないし決定を行うことを内部統制は阻止することができないということ
が内部統制の限界として捉えられていたことも今後検討し直すべき問題として残された。
こうして１₉₆₀年代に一歩前進した内部統制の議論は、その後１₉₇₀年代と１₉₈₀年代になっ
てからは些か停滞傾向に陥る。１₉₇₀年代と１₉₈₀年代に実施された監査基準・準則の数回の
小改正₂３の中で、特に内部統制に関しては改正がなされなかったからである。つまり、
１₉₆₆年の監査基準の改訂後、１₉₉１年に監査基準・準則の大改正が実施され、そこで内部統
制に対する新しい考え方が登場するまで、監査基準・準則レベルにおいては、内部統制の
目新しい議論は見られなかった。１₉₉₀年代になると、監査基準・準則の中で、これまでと
は異なったリスク・アプローチが示唆されることになり、それに伴って内部統制に対する
考え方が変わってきた。以下では１₉₉₀年代に内部統制がどのように変容したのかについて
検討する。
Ⅲ　１９９０年代の内部統制概念の変容とその意義
１₉₉１年１₂月₂₆日に企業会計審議会は第三部会を開催し、それまで ₂ 年にわたって実施し
てきた監査基準、監査実施準則および監査報告準則の全般的な見直し作業を終えた。本改
正は、実に約₂₅年ぶりの大改正というべきもので、監査実務に多大な影響を与える重要な
改正となった₂₄。１₉₉₀年代の内部統制の議論を検討する前提として、リスク・アプローチ
について確認しておこう。
近代監査は原則上精査ではなく試査を前提に行われてきた歴史がある。監査人にとって
試査の範囲の決定は大変難しい問題であり、長年、監査人は内部統制に対する評価結果に
依拠しつつ試査の範囲を決定してきた。内部統制が有効と判断されれば、試査の範囲を縮
小することができ、反対に、内部統制が有効でないと判断されれば、試査の範囲を拡大し
なければならない。しかし、企業規模が拡大し、粉飾決算がより巧妙になる中、限られた
監査資源をいかに有効に配分し、適切な監査活動を実施していくかは監査人にとっても大
変悩ましい問題であったと考えられる。実際にも企業不祥事が発生する度に、企業会計上
₂１　鳥羽至英［₂₀₀₇］『内部統制の理論と制度―執行・監督・監査の視点から』国元書房、₂₆－₂₇頁。
₂₂　森實［１₉₉₆］「内部統制の人的側面について」税経セミナー₄１巻１₄号 ₇ 頁。
₂３　１₉₇₆年に実施された監査実施準則と監査報告準則の改訂は主に証券取引法において連結財務諸表制度が導入されたことへの対応であり、連結財務諸
表に係わる通常の監査手続の新設などの改正がなされた。また、１₉₈３年の監査実施準則の改訂は、後発事象に係る監査手続との関係で行われたもので
ある。
₂₄　１₉₉１年監査基準・準則の改訂の主な内容は、①監査基準・準則の適用対象とその体系、②監査の目的・役割、③内部統制、④監査の危険性（監査リ
スク）、⑤監査実施準則における「通常の監査手続」と「その他の監査手続」の二区分、⑥監査技術の追加（加筆）、⑦監査報告書の情報提供機能、⑧
継続性に関する監査報告書上の記載などがある。監査基準・準則の改訂の経緯と内容等の解説については、新井清光［１₉₉₂］「監査基準・準則の改訂に
ついて」企業会計₄₄巻 ３ 号１₇頁以降、村山徳五郎［１₉₉₂］「監査実施準則の主な改訂内容」企業会計₄₄巻 ３ 号₂３頁以降を参照。
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の様々な不正問題に対する監査人の対応に社会から批判が噴出していたことからすれば、
監査人の監査手法に関しても何らかの変化が求められていたといえよう。そこで米国₂₅な
どで採用された戦略的監査手続の枠組み、いわゆるリスク・アプローチを、１₉₉１年の監査
基準・準則が採用した。具体的に、リスク・アプローチ監査とは財務諸表の適正表示の意
味を「重要な虚偽表示のないこと」ととらえた上で、制約のある監査資源をどのように監
査現場（監査手続）に配分すれば、重要な虚偽表示を有効に、かつ効率的に検出すること
ができるか、という問題を追求した財務諸表監査における監査手続の枠組みを指す₂₆。以
下では、こうした新しいリスク・アプローチの考え方の下で、内部統制に関する規定がど
のように改訂されたのかを整理する。
１ 　１９９１年監査基準・準則の改訂と内部統制
監査基準は旧監査基準の内部統制に関する二つの規定を一つにまとめて、「監査人は、
内部統制の状況を把握し、監査対象の重要性、監査上の危険性、その他の諸要素を十分に
考慮して、適用すべき監査手続、その実施時期及び試査の範囲を決定しなければならない」
（監査基準第二実施基準三）と改訂した。旧監査基準が内部統制組織の評定結果は単に試
査の範囲を決定するだけであるかのように読み取れる規定ぶりになっていたものを、本改
訂では、内部統制の概念を拡大するとともに、その内部統制の評定結果は、監査対象の重
要性、監査上の危険性その他の諸要素の考慮とともに、単に試査の範囲の決定にとどまら
ず、適用すべき監査手続やその実施時期の決定にも及ぶことを明らかにしたと評価されて
いる₂₇。
財務諸表監査と内部統制の関係についてより詳細な規定を設けているのは、監査基準の
規定を受けて、大幅な改訂が行われた監査実施準則五である。これによれば、「監査人は、
監査計画の設定に当たり、財務諸表の重要な虚偽事項を看過することなく、かつ、監査を
効率的に実施する観点から、内部統制の状況を把握するとともにその有効性を評価し、監
査上の危険性を十分に考慮しなければならない（第 １ 項）。内部統制の有効性を評価する
に当たっては、内部統制組織の整備と運用の状況のみならず、それに影響を与える経営環
境の把握と評価を行わなければならない（第 ₂ 項）。監査上の危険性を評価するに当たっ
ては、監査対象項目に内在する虚偽記載の発生の可能性に留意するのみならず、経営環境
を把握し、それが虚偽記載の発生をもたらす可能性を考慮しなければならない（第 ３ 項）」
とされる。
まず、第 １ 項では監査計画の設定にあたって、従来の監査基準・準則では見られなかっ
₂₅　監査の有効性と効率性を目的とするリスク・アプローチの導入は、国際的な動向であり、アメリカでは監査基準書第₄₇号「監査実施における監査リ
スクと重要性」（１₉₈３年 ₉ 月設定）によって監査基準に導入され、国際会計士連盟による国際監査基準としては、第₂₅号「重要性と監査リスク」が１₉₈₇
年１₀月に設定されている。日本でも今回の改訂で、これらの監査リスク概念に基づく監査基準に対する国際調和が図られているものと考えられる。石
田三郎［１₉₉３］「分析的手続の特質―リスク・アプローチの観点から」企業会計₄₅巻 ₄ 号₂₅頁。
₂₆　鳥羽至英［₂₀₀₉］『財務諸表監査　理論と制度』国元書房₂₄₄頁。
₂₇　千代田邦夫［１₉₉₂］「改訂された監査基準・監査実施準則・監査報告準則の要点整理」税経セミナー３₇巻 ₅ 号₄₈頁－₄₉頁参照。
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た「財務諸表の重要な虚偽事項を看過することなく₂₈」という文言を挿入し、監査の目的
がどこにあるのか、不正問題を会計士監査はどのように捉えていくのかということを明ら
かにすると同時に、監査を効率的に実施するという観点を強調している₂₉。これがいわゆ
るリスク・アプローチという監査構造を示唆した規定であり、１₉₉１年監査実施準則の改訂
の中心的内容であった３₀。リスク・アプローチの考え方の下で、監査計画の設定目的が「財
務諸表の重要な虚偽記載を看過することなく」という監査の『有効性』と「監査を効率的
に実施する観点から」という監査の『効率性』を達成することになり、その目的を達成す
るための主たる条件として、「内部統制の状況を把握するとともにその有効性を評価する
こと」と「監査上の危険性を十分に考慮すること」が要求されるようになった。
第 １ 項の規定を受けて、第 ₂ 項では内部統制の有効性の評価に関して、内部統制組織の
ほか、内部統制組織に影響を与える「経営環境」の把握と評価も行わなければならないと
定め、さらに第 ３ 項でも、監査上の危険性を評価するにあたって、「経営環境」を把握す
ることが求められている。監査実施準則が新たに「経営環境」について規定したことで、
内部統制概念の拡大が図られた。では、なぜ内部統制の中に「経営環境」をも取り入れる
必要が生じたのであろうか。旧監査基準・準則では、財務諸表監査における不正の問題は
従業員の誤謬や不正を中心であり、監査人は内部統制に依存して財務諸表の適正性に関す
る意見を表明すればよいとの考え方が基本であった３１。しかし、実際に監査実務において
発生する不祥事の多くは経営者に起因するものが少なくない。かかる不祥事に対応すべく、
企業の役職者等による不正支出問題に対する日本公認会計士協会の措置（「相対的に危険
性の高い財務諸表項目の監査手続の充実強化について」１₉₈₈年１₀月 ₄ 日日本公認会計士協
会監査第一委員会報告第₅₀号）を公表するなどして対処してきたが、これに即応して、広
く監査実施準則の見直しの機運が高まったといわれている３₂。１₉₉１年監査基準・準則は、
従来の従業員の誤謬や不正にとどまらず、経営者の不正に起因する財務諸表の虚偽記載を
問題とし、これらが内部統制の調査・評価に関連して再検討されるようになり３３、そのため、
新たに「経営環境」という概念を用いる必要があったと考えられる。また、企業会計審議
会第三部会長であった村山氏によれば、「内部統制が本当に有効に機能し得るためには、
経営者がこれを大切にするというような経営環境になっているかどうか…また内外の経営
₂₈　財務諸表に重要な虚偽記載や記載漏れがあれば、財務諸表に対する適否意見は表明できないはずであるにもかかわらず、なぜあえて「財務諸表の重
要な虚偽記載を看過することなく」という点を強調する必要があったのであろうか。この点、監査実施準則五では第 ₂ 項と第 ３ 項で内部統制及び監査
上の危険性との関連で経営環境の把握と評価の必要性が述べられているので、これらの必要性を強調する意味があったためであると考えられている。
三澤一［１₉₉₂］「改訂された監査実施準則の検討」税経セミナー３₇巻 ₄ 号 ₅ 頁参照。
₂₉　とにかく監査資源といえる時間なり監査人の持てる能力というものを効率的に重点配分していくという考え方をとらないと、現在の大きくて複雑な
企業に対して、重要な虚偽記載を看過しないという目標をなかなか達成することができない。新しい監査準則が一貫して監査資源の重点配分というこ
とを…重要なテーマにしているその表れがここに出ている…。新井清光ほか［１₉₉₂］「監査基準・実施準則の改訂をめぐって」企業会計₄₄巻 ３ 号₄１頁₄１
頁〔村山発言〕。
３₀　新井・前掲注（₂₉）₄１頁〔脇田発言〕。
３１　小西一正［１₉₉₂］「 ₈ 内部統制の概念とその調査・評価」日本監査研究学会監査基準再検討研究部会『新監査基準・準則』第一法規１１₀頁参照。
３₂　中川隆進 [１₉₉１]「監査基準・監査報告準則改訂の経緯及び見直しの背景等」企業会計₄３巻 ₈ 号₂₈－３₀頁参照。
３３　小西・前掲注（３１）１１₀頁参照。
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環境というものが、虚偽記載の発生のリスクという形で大きく影響してくるので、監査人
はそれについても組織的に把握して評価していかなければいけない…というところに監査
実施準則五のポイントがある」と指摘している３₄。
では、「経営環境」とは何を意味し、監査人は内部統制の有効性を評価するに際して、「経
営環境」として具体的に被監査企業のいかなる点に注目すべきなのであろうか。１₉₉１年に
監査基準・監査実施準則が公表された段階では、これらの疑問に対する解は明示されなか
った。１₉₈₀年代に、米国で新しい内部統制上の概念として「統制環境」が生み出され、「統
制環境」と内部統制の関係をめぐって長年の議論が重ねられてきた。そして、１₉₈₈年「監
査基準書」第₅₅号で「内部統制構造」が公表されたが、１₉₉１年の監査実施準則が米国の議
論をどの程度意識して上記のような規定を設けたのかについては必ずしも判然としない。
日本の監査基準・準則にいう「経営環境」の意味は、決して米国の内部統制構造の要素と
同一ではないものの、これまでの会計システムや統制手続の整備・運用状況のみならず、「監
査基準書」第₅₅号の「統制環境」が意味する経営者や取締役会の内部統制に対する姿勢等
も考慮すべきことを意図しているとの意見もみられる３₅。ともあれ、本改訂において、監
査基準・準則が「経営環境」について言及し始めたことは内部統制理論が一歩前進したと
評価することもできようが、具体的な「経営環境」の内容についての議論は十分に実施さ
れておらず、米国の「統制環境」に倣ってその形式的導入が優先されたという側面も否定
することはできないであろう。
最後に１₉₉１年監査基準と監査実施準則において、留意すべき点は「内部統制」と「内部
統制組織」という二つの用語を区別して使用していることである。従来の監査基準・準則
の中では「内部統制組織」という用語のみしか使用されてこなかったのに対して、１₉₉１年
監査基準・準則には「内部統制」と「内部統制組織」という二つの概念が同時に存在し、
しかもそれらが区別して使用されている。内部統制組織といえば、監査の世界で内部牽制
組織と内部監査組織を意味する概念として長年用いられてきたが、内部統制の議論が発展
するにつれて、監査人にとっても内部統制の概念や意義は内部統制組織では十分対応しき
れないほど拡大してきた。その一つの表れが「経営環境」の出現であろう。監査基準・準
則で新たに内部統制の用語が使用されるようになったのは、従来の「内部統制組織」と、「経
営環境」といった新たな概念をも包含する拡大された内部統制とを調整する必要が生じて
きたためであると考えられる。
１₉₉１年の監査基準・準則が公表されてから、実務においては内部統制の具体的内容につ
いて不明確な部分が依然として多数残されていたため、１₉₉₄年に日本公認会計士協会は体
系的な内部統制に関する指針を作成し、公表した。
３₄　新井・前掲注（₂₉）₄１頁〔村山発言〕。
３₅　千代田・前掲注（₂₇）₅１頁参照。
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２ 　日本公認会計士協会の「内部統制」
１₉₉１年に新たな監査基準・準則が制定されたことを受けて、１₉₉₄年に ３ 月₂３日、日本公
認会計士協会監査基準委員会は監査基準委員会報告書第 ₄ 号（中間報告）として、「内部
統制」と題された報告書（以下、内部統制報告書という）を公表し、１₉₉₄年 ₄ 月 １ 日以後
開始する事業年度に係る監査に本報告書が適用されるようになった。内部統制報告書は計
３₅項目で構成され、その内容は、①本報告書の目的、②内部統制の目的、③内部統制の有
効性の水準、④内部統制組織と内部経営環境、⑤内部統制の有効性の評価過程、⑥経営環
境の把握、⑦内部統制組織の整備及び運用状況の把握、⑧内部統制の状況に関する監査調
書の作成、⑨内部統制の有効性の予備的評価、⑩内部統制組織の整備及び運用状況の検証
計画の立案とその実施、⑪内部統制の有効性の評価結果の検討、⑫内部統制の有効性の評
価結果に関する監査調書の作成、⑬発効及び適用、⑭付記に分かれている。内部統制報告
書の後半部分は内部統制の有効性の評価手続について詳細に言及しているため、以下では、
内部統制の基本的な考え方について述べられている上記①から⑥までを中心に検討する。
まず、内部統制報告書が制定された目的であるが、同報告書によれば、監査基準および
監査実施準則で規定している内部統制について、公認会計士が実施する内部統制の状況の
把握とその有効性の評価に関して実務上の指針を提供するために制定されたとされている。
監査基準・準則の役割は、基本的に財務諸表監査の枠組みを提示することにとどまり、内
部統制の詳細な内容はこのような実務指針に依拠する部分が大きい。
次に、内部統制の目的について、内部統制報告書は適切な財務諸表を作成し、法規の遵
守を図り、会社の資産を保全し、会社の事業活動を効率的に遂行することにあると定めて
いる。これらの四つの目的は、１₉₉₂年に公表された COSO 報告書３₆が示した内部統制の目
的３₇に類似している。もっとも内部統制報告書の中に、これらの四つの目的に関する具体
的な説明はみられず、さらに COSO 報告書が提示した内部統制の五つの構成要素のよう
な規定もみられないことから、少なくとも内部統制報告書の制定時点においてはまだ十分
に COSO の考え方が日本の内部統制理論の中に反映されていないように思われる。
また、内部統制報告書によると、内部統制は上記の四つの目的を達成するために経営者
が自ら設定するものであるため、内部統制の確立と維持の責任は経営者にあり、経営者は
内部統制の有効性について継続的に監視する立場にあると述べられている。たしかに内部
統制に対して第一次的責任を負うのは経営者であり、この点が明確にされたことは評価に
値する。しかし、監査人も内部統制の評価なしに監査意見を表明することは実際には困難
３₆　COSO［１₉₉₂］（the Committee of Sponsoring Organization of the Treadway Commission）：Internal Control, AICPA. 鳥羽至英＝八田信二＝高田敏文訳［１₉₉₆］
『内部統制の統合的枠組み』白桃書房。
３₇　COSO が提示した内部統制の目標は、事業の効率性と有効性、財務報告の信頼性、および法遵守性の三つである。
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であるにもかかわらず、内部統制と監査人との関係については必ずしも明確に言及されて
いない。経営者、監査人と内部統制の関係性についても明確にしておく必要はあったので
はないかと考える。
さらに、内部統制報告書は、「内部統制の有効性の水準をどの程度におくか」について
も言及しており、これは「経営者の判断に委ねられており、経営者は内部統制組織の整備
及び運用に伴う費用とそれから得られる効果とを勘案してその水準を決定する」と定めて
いる。１₉₉₀年代からすでに内部統制に関して、費用対効果の考え方を日本の内部統制の実
務において定着させる意図が背景にあったと思われる。
以上のほか、内部統制報告書は監査人が監査の一連の手続を推進していく中で、いかに
内部統制の状況を把握し、さらにその有効性を評価していくかについての詳細な評価過程
と留意点について述べている。監査人は内部統制に依拠した監査が実施できるかどうかま
たはどの程度それに依拠するかを決定するために、必要な情報および資料を入手し、内部
統制の有効性の予備的評価を行うが、その際、「内部統制組織の整備および運用状況」の
みならず、「経営環境」の把握も合わせて行われなければならないとされる。このことは、
すでに１₉₉１年監査基準・準則において明確にされているが、内部統制報告書は「内部統制
組織」と「経営環境」の内容を具体化している。内部統制報告書によれば、内部統制組織
とは、適正な財務諸表を作成するために、内部牽制の考え方を基礎として、組織と統制手
続とが相互に結び付き一体となって機能する仕組み（通常、内部監査も内部統制組織に含
まれる）であり、その中の統制手続とは、会社の業務を実施するにあたっての承認制度、
業務相互間の照合手続、査閲、記録の重複や脱漏を防止するための連番管理などをいうと
される。１₉₅₀年の「監査基準」が提示した「内部牽制」と「内部監査」が有効に機能する
組織や手続として内部統制組織の概念が引き継がれている。他方、この内部統制組織の整
備および運用に影響を与える要素として、内部統制報告書は、経営環境の具体的に内容を
説明している。「経営環境」は内部経営環境と外部経営環境に区分され、内部経営環境と
は経営者の経営理念及び経営方針、取締役会や監査役の有する機能、社風や慣行など内部
統制組織に影響を与える会社内部の要因をいい、外部経営環境とは、業界を取り巻く経済
情勢や景気動向、法令の規制、監督官庁による行政監査等をいうとされる。このような「経
営環境」に関する内容は、前出の１₉₈₈年に米国で公表された「監査基準書」第₅₅号の「内
部統制構造」の「統制環境」を参考にして規定したものであると考えられる。同監査基準
書によると、「内部統制構造」は統制環境、会計システム、統制手続という三つの要素と
これらの各々に設定されている諸方針や諸手続から構成され、その中で、統制環境を形成
するものとして、①経営者の哲学と行動様式、②企業の組織的構造、③取締役会とその委
員会、特に監査委員会の機能、④責任と権限を割り当てる方法、⑤業績の監視およびフォ
ロー・アップのための経営者のコントロール方法―これには内部監査が含まれる、⑥人事
政策とその実践、⑦企業の業務や慣行に影響を与える各種の外部的影響―例えば銀行監督
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機関による検査、が挙げられている３₈。内部統制報告書が提示している内部経営環境と外
部経営環境の要素はこうした米国の統制環境の構成要素と共通する点が多い。
３ 　小括
以上、１₉₉１年監査基準・準則とその指針の一つである内部統制報告書を中心に、１₉₉₀年
代の内部統制の議論を整理、検討してきた。従来の基準とは異なり、１₉₉１年監査基準・準
則がリスク・アプローチという監査構造を示唆したことで、監査計画の設定の段階から財
務諸表の重要な虚偽記載を防止・摘発するために、これらに対する内部統制の有効性を評
価し、また内部統制の有効性を評価する際には「監査の効率性」や「監査上の危険性」も
考慮することが要求されるようになった。監査人は経営全般のリスクを重視し、企業の経
営の実態により積極的に踏み込んで監査すべきであるとされ、監査人にはより広範囲な内
部統制を評定すべきことが求められるようになったのである３₉。
さらに、１₉₉１年監査基準・準則の下では、内部統制の有効性と監査上の危険性の評価に
際して、経営環境の把握と評価も新たに要求されている。財務諸表に対する虚偽記載や監
査リスクが、従業員レベルで行われる誤謬だけでなく、経営者による不正（不正な財務報
告や資産の不正流用など）が多発する中、従来の内部統制の考え方の下では、経営者は内
部統制の「外」に位置づけられていたため、経営者の不正問題について内部統制は十分に
機能しなかったと考えられる。企業会計審議会が、１₉₉１年監査基準・準則の重要な改正点
として、「いわゆる不正問題に関連して公認会計士の監査機能に対する社会の期待の高ま
りがみられる折から、監査計画の設定に当たり…経営環境の適切な把握と評価の必要性に
ついても明記したこと」₄₀を挙げていることからも、「経営環境」という新しい概念を用
いることで、経営者の不正問題を内部統制の「内」の問題として把握することにより、か
かる問題に対処することが期待されていたといえよう。
しかし、これまで見てきたように、１₉₉₀年代の内部統制をめぐる議論はあくまでも監査
人の側からみた内部統制の概念や意義を明確にしようとする試みが中心であったように思
われる。要するに、１₉₉₀年代における内部統制は監査上の要請や経営者による自主的な取
組みの問題に終始していたのである。もっとも経営者に対するガバナンス問題も含めて、
企業経営の健全性を確保するためにはいかなる内部統制が必要なのかということについて
も考慮されるべきであろう。米国では１₉₇₀年代以降、内部統制の法的側面をも踏まえた議
論 ₄１ が展開されてきたのに対して、日本においてはまだ法的視点が欠如していたといえよ
３₈　監査基準書第₅₅号は監査基準書第₄３号に比し、新たに①と③を加え、さらに⑦の外部的影響をも考慮すべきことを要請したことは、統制環境概念の
拡大であり、監査人の評価責任の拡張である。千代田邦夫［１₉₉₀］「内部統制概念の変容―経営者不正の摘発とリスク分析との関連において」會計１３₈
巻 ₆ 号１１３頁以降参照。
３₉　森實［１₉₉₂］「内部統制に関する一考察―社会的期待と監査人の論理との調整―」国民経済雑誌１₆₅巻 ３ 号 １ 頁参照。
₄₀　１₉₉１年１₂月₂₆日企業会計審議会「監査基準等の改訂に係る審議経過と主な改訂事項」より抜粋。
₄１　米国の内部統制の歴史と意義に関しては、柿崎環［₂₀₀₅］『内部統制の法的研究』日本評論社を参照。
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う。ここに、当時の日本における内部統制の議論の限界が存在するのである。
１₉₉₀年代、日本は新たにリスク・アプローチという監査方法を採用したことで、監査人
はより一層内部統制に依存した仕組みの下で監査を行うこととなった。もはや内部統制な
くして財務諸表監査を実施することはほぼ不可能であり、実際に監査人は内部統制の有効
性を評価しつつ監査を実施している。それにもかかわらず、内部統制と経営者の関係のみ
が強調されがちである。監査人と内部統制の関係（法的関係や責任関係をも含む）を今一
度整理した上で、内部統制の法理論的検証を行う必要もあると考える。
Ⅳ　結びに代えて
本稿でみてきたように、内部統制は時代に応じて様々な概念が提示され、常に進化し続
けている。もっとも、１₉₉１年監査基準・準則の中で導入されたリスク・アプローチは従来
の監査手続を単に整理したものであるのか、それとも、従来の監査手続とはそもそも発想
を異にする監査手続の考え方であるのかなど基本的な問題についての理解が十分に得られ
ず、最終的には財務諸表監査実務において十分に浸透しなかった経緯がある₄₂。その結果、
₂₀₀₂年に監査基準が再度改訂され、監査リスク・アプローチを全面的導入するための様々
な手当てが実施されるに至った。監査リスク・アプローチの全面的な採用は、内部統制の
議論に多大な影響を及ぼすことになる。また、COSO 報告書に対する研究成果が蓄積され
るにつれ、日本の内部統制をめぐる議論は₂₀₀₂年以降大きく変容することになる。さらに、
これらの動向と同じ時期に、日本では内部統制に関する判例や裁判例が出現し始めている。
日本における₂₀₀₂年以降の内部統制をめぐる議論と判例・裁判例の検討については、今後
の課題としたい。
₄₂　鳥羽至英［₂₀₀₉］『財務諸表監査　理論と制度』国元書房₂３₉頁参照。
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